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1.平成 24 年 9 月中間期の業績（平成 24 年 4 月 1日～平成 24年 9 月 30 日） 

(1) 経営成績 (％表示は対前年中間期増減率) 

 営業収益 純営業収益 営業利益又は 
営業損失(△) 

経常利益又は 
経常損失(△) 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24 年 9 月中間期 1,578 (  4.2) 1,558 (  3.6) △  26 ( ― ) 8 ( ― )

23 年 9 月中間期 1,515 (△6.6) 1,505 (△6.7) △ 100 ( ― ) △ 46 ( ― )

 24 年 3 月期 2,974 ―  2,952 ―  △ 224 ―  △ 155 ―  
 

 中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

１株当たり 

中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△)

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 

24 年 9 月中間期  334 (  ― )  11 37 － － 

23 年 9 月中間期  △ 55 (  ― )  △ 1 87 － － 

 24 年 3 月期 △ 346 ―  △ 11 78 － －  
   

 
(2) 財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

24 年 9 月中間期 19,773 13,899 70.3 472 80 

23 年 9 月中間期 18,705 14,020 75.0 476 89 

 24 年 3 月期 19,578 13,822 70.6 470 17  
   

 
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 
 円 銭 円 銭 円 銭

24 年 3 月期 － － － － － －
25 年 3月期 

(予想) 
－ － 未定 未定 

 
 

 

3. その他 

重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

② ①以外の変更 ： 無
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１ 経営成績 

当中間期のわが国経済は、東日本大震災後の復興特需やエコカー補助金などにより回復基調にあ

りましたが、欧州経済の混迷や中国景気の低迷などから輸出が鈍化し、夏以降、急速に減速し推移

しました。 

当中間期の株式流通市場は、4 月 2 日に期中の高値となる 1 万 190 円 35 銭を付けた後、欧州の債

務問題の再燃などからほぼ一本調子に値を下げ、6月 4日には 8,238 円 96 銭と昨年 12 月以来、約半

年ぶりの安値となりました。その後はＥＵ首脳会合で各国が短期的な危機対応策と中長期的なユー

ロの強化策について合意したことや欧・米の金融緩和などから下げ止まり 9,000 円前後でもみ合う

展開となり、期末の日経平均株価の終値は 8,870 円 16 銭（3月末比 88.0％）となりました。 

当中間期の債券流通市場は、10 年国債利回りが期初の 1％台から低下基調を辿り、７月には

0.72％まで低下しましたが、その後上昇し、９月には国債の大量償還による需給の好転などから

0.80％前後まで回復しました。また、外国為替市場は、２月中旬以降の急速な円安の流れを受け、4

月 2 日の米ドル円相場は 83 円 29 銭の高値を付けましたが、欧州経済の混迷などから５月下旬には

79 円台を割り込む水準となりました。その後は 79 円台を中心とした水準で推移しましたが、９月中

旬には２月上旬以来、約８ケ月ぶりに 77 円 10 銭台を付けました。 

当中間期の業績は、営業収益 15 億 78 百万円（前年同期比 104.2％）、経常利益は 8 百万円（前年

同期 経常損失 46 百万円）となりました。また、特別利益 3 億 56 百万円等を計上し、法人税・住

民税及び事業税 30 百万円を差し引いた当中間純利益は 3 億 34 百万円（前年同期 中間純損失 55 百

万円）となりました。 

 

(1) 受入手数料 

受入手数料は 9億 88 百万円（前年同期比 80.9％）となりました。内訳は以下のとおりです。 

① 委託手数料 

当中間期の東京証券取引所の一日当り平均売買代金は 1兆 1,372 億 76 百万円（同 83.1％）で

ありましたが、当社の株式委託手数料は 4億 21 百万円（同 86.6％）となりました。 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

当中間期の債券引受高は 5億 50 百万円（同 22.4％）、株券引受高は 11 億 21 百万円（同-％）

でした。その結果、引受け・売出し手数料は 6百万円（同 200.0％）となりました。 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出しの取扱手数料は 4 億 3 百万円（同 72.2％）、その他の受入手数料は 1 億 53 百万

円（同 90.7％）となりました。これらの手数料の主なものは投資信託の募集販売手数料及び代

行手数料であります。投資信託の募集販売手数料は 3 億 86 百万円（同 70.4％）、代行手数料は

1億 34 百万円（同 90.2％）となりました。 

(2) トレーディング損益 

トレーディング損益は、株券等が 55 百万円（前年同期比 181.5％）、債券等が 4 億 72 百万円

（同 236.3％）等となり、合計 5億 30 百万円（同 228.8％）となりました。 

(3) 金融収支 

金融収益は 60 百万円（前年同期比 96.6％）、金融費用は 19 百万円（同 192.7％）となりました。

この結果、金融収支は 40 百万円（同 77.7％）となりました。 

(4) 販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、15 億 85 百万円（前年同期比 98.8％）となりました。 

(5) 特別損益 

特別損益は、有価証券売却益等 3億 56 百万円を特別利益に計上いたしました。 



  
(ちばぎん証券) 

―3― 

２ 中間財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

科目 前年中間期 

(平成 23 年 9月 30 日)

当中間期 

(平成 24 年 9月 30 日)

前期 

(平成 24 年 3月 31 日)

（資産の部） 

流動資産 16,045 17,544 16,898

現金・預金 1,630 3,742 2,631

  預託金 3,300 3,500 3,100

   顧客分別金信託 3,300 3,500 3,100

  トレーディング商品 312 794 265

   商品有価証券等 312 794 265

   デリバティブ取引 ― ― 0

  約定見返勘定 23 ― 36

  信用取引資産 6,010 5,160 4,915

   信用取引貸付金 5,895 4,745 4,651

   信用取引借証券担保金 114 414 264

  立替金 414 616 714

  短期貸付金 4,000 3,501 5,002

  繰延税金資産 176 50 50

  その他の流動資産 178 179 184

  貸倒引当金 △ 1 △ 0 △ 0

 

固定資産 2,659 2,229 2,679

  有形固定資産 1,519 1,450 1,457

建物 407 350 355

器具備品 76 65 66

土地 1,034 1,034 1,034

  無形固定資産 47 32 40

  投資その他の資産 1,092 746 1,181

   投資有価証券 755 438 848

   長期差入保証金 266 240 265

   その他 70 67 67

   貸倒引当金 △0 △0 △0

 

資産合計 18,705 19,773 19,578

 



  
(ちばぎん証券) 

―4― 

  
（単位：百万円） 

科目 前年中間期 

(平成 23 年 9月 30 日)

当中間期 

(平成 24 年 9月 30 日)

前期 

(平成 24 年 3月 31 日)

（負債の部） 

流動負債 3,948 5,281 4,996

  トレーディング商品 0 0 0

   デリバティブ取引 0 0 0

  約定見返勘定 ― 452 ―

  信用取引負債 470 1,187 1,063

   信用取引借入金 180 535 453

   信用取引貸証券受入金 290 651 610

  預り金 2,424 2,830 3,015

   顧客からの預り金 2,090 2,553 2,825

   募集等受入金 1 3 23

   その他の預り金 332 272 166

  受入保証金 667 555 667

  短期借入金 150 ― －

  未払法人税等 17 42 23

  賞与引当金 106 95 95

  その他の流動負債 111 117 130

 

固定負債 718 577 740

  繰延税金負債 146 29 164

  退職給付引当金 432 453 442

  役員退職慰労引当金 96 77 96

  その他の固定負債 44 16 38

 

特別法上の準備金 17 15 17

  金融商品取引責任準備金 17 15 17

 

  負債合計 4,685 5,873 5,755

（純資産の部） 

株主資本 13,826 13,869 13,535

  資本金 4,374 4,374 4,374

  資本剰余金 3,305 3,305 3,305

   資本準備金 3,305 3,305 3,305

  利益剰余金 6,147 6,190 5,856

   利益準備金 450 450 450

   その他利益剰余金 5,697 5,740 5,406

    別途積立金 5,618 5,618 5,618

    繰越利益剰余金 79 122 △ 211

 

評価・換算差額等 193 30 287

  その他有価証券評価差額金 193 30 287

 

  純資産合計 14,020 13,899 13,822

負債・純資産合計 18,705 19,773 19,578
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(2) 中間損益計算書 
（単位：百万円） 

科目 
前年中間期 

(自 平成 23 年 4月 1日 

至 平成 23 年 9月 30 日)

当中間期 

(自 平成 24 年 4月 1日 

至 平成 24 年 9月 30 日)

前期 

(自 平成 23 年 4月 1日 

至 平成 24 年 3月 31 日)

営業収益 1,515 1,578 2,974

 受入手数料 1,221 988 2,308

 トレーディング損益 231 530 545

 金融収益 62 60 120

 金融費用 10 19 21

純営業収益 1,505 1,558 2,952

販売費・一般管理費 1,605 1,585 3,176

  取引関係費 281 324 571

  人件費 901 860 1,772

  不動産関係費 150 147 288

  事務費 138 127 276

  減価償却費 39 30 80

  租税公課 20 25 44

  貸倒引当金繰入れ 0 0 ―

  その他 73 68 142

営業利益又は営業損失(△) △ 100 △ 26 △ 224

営業外収益 56 36 87

営業外費用 2 0 19

経常利益又は経常損失(△) △ 46 8 △ 155

特別利益 0 356 0

 投資有価証券売却益 ― 353 ―

 金融商品取引責任準備金戻入 0 2 0

 

特別損失 2 0 51

 固定資産除却損 1 0 1

投資有価証券評価損 ― 0 7

店舗移転費用 ― ― 9

 減損損失 0 0 32

税引前中間(当期)純利益又は 
税引前中間(当期)純損失(△) 

△ 48 364 △ 206

法人税、住民税及び事業税 6 30 13

法人税等調整額 ― ― 126

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

△ 55 334 △ 346
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(3) 中間株主資本等変動計算書 
（単位：百万円） 

項目 
前年中間期 

(自 平成 23 年 4月 1日 

至 平成 23 年 9月 30 日) 

当中間期 

(自 平成 24 年 4月 1日 

至 平成 24 年 9月 30 日) 

前期 

(自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 24 年 3月 31 日)

株主資本  

 資本金  

  当期首残高 4,374 4,374 4,374

  当中間期(当期)末残高 4,374 4,374 4,374

 資本剰余金  

  資本準備金  

   当期首残高 3,305 3,305 3,305

   当中間期(当期)末残高 3,305 3,305 3,305

 利益剰余金  

  利益準備金  

   当期首残高 450 450 450

   当中間期(当期)末残高 450 450 450

  その他利益剰余金  

   別途積立金  

    当期首残高 5,618 5,618 5,618

    当中間期(当期)末残高 5,618 5,618 5,618

   繰越利益剰余金  

    当期首残高 286 △ 211 286

    当中間期(当期)変動額  

     剰余金の配当 △ 146 ― △ 146
      中間(当期)純利益又は中間(当

期)純損失 
△ 55 334 △ 346

          自己株式の消却 △ 5 ― △ 5

     当中間期(当期)変動額合計 △ 207 334 △ 498

    当中間期(当期)末残高 79 122 △ 211

  利益剰余金合計  

   当期首残高 6,354 5,856 6,354

   当中間期(当期)変動額  

    剰余金の配当 △ 146 ― △ 146
    中間(当期)純利益又は中間(当期)純

損失 
△ 55 334 △ 346

       自己株式の消却 △ 5 ― △ 5

    当中間期(当期)変動額合計 △ 207 334 △ 498

   当中間期(当期)末残高 6,147 6,190 5,856

 自己株式  

  当期首残高 △ 5 ― △ 5

  当中間期(当期)変動額  

      自己株式の消却 5 ― 5

   当中間期(当期)変動額合計 5 ― 5

  当中間期(当期)末残高 ― ― ―



  
(ちばぎん証券) 

―7― 

（単位：百万円） 

項目 
前年中間期 

(自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 23 年 9月 30 日)

当中間期 

(自 平成 24 年 4月 1日 

至 平成 24 年 9月 30 日) 

前期 

(自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 24 年 3月 31 日)

 株主資本合計  

  当期首残高 14,028 13,535 14,028

  当中間期(当期)変動額  

   剰余金の配当 △ 146 ― △ 146

   中間(当期)純利益又は中間(当期)

純損失 
△ 55 334 △ 346

   自己株式の取得 ― ― ―

   当中間期(当期)変動額合計 △ 202 334 △ 493

  当中間期(当期)末残高 13,826 13,869 13,535

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  当期首残高 239 287 239

  当中間期(当期)変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期

(当期)変動額(純額) 
△ 46 △ 257 47

   当中間期(当期)変動額合計 △ 46 △ 257 47

  当中間期(当期)末残高 193 30 287

 評価・換算差額等合計  

  当期首残高 239 287 239

  当中間期(当期)変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期

(当期)変動額(純額) 
△ 46 △ 257 47

   当中間期(当期)変動額合計 △ 46 △ 257 47

  当中間期(当期)末残高 193 30 287

純資産合計  

 当期首残高 14,268 13,822 14,268

 当中間期(当期)変動額  

  剰余金の配当 △ 146 ― △ 146

  中間(当期)純利益又は中間(当期)純

損失 
△ 55 334 △ 346

  株主資本以外の項目の当中間期 (当

期)変動額(純額) 
△ 46 △ 257 47

  当中間期(当期)変動額合計 △ 248 77 △ 445

 当中間期(当期)末残高 14,020 13,899 13,822
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１.トレーディング商品の評価基準及び評価方法 

売買を目的として自己の計算において保有する有価証券、有価証券に準ずる商品、デリバテ

ィブ取引、外国通貨等の売買取引をトレーディングと定め、それらトレーディング商品に属す

る有価証券及びデリバティブ取引等については時価法を採用しております。 
 

２.トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法は、その他

有価証券等のうち時価のあるものについては中間決算期末の市場価額の時価をもって中間貸借

対照表計上額とし、取得価額との評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。またその他有価証券等のうち時価を把握することが極めて困

難と認められるものについては移動平均法による原価法によっております。但し、投資事業有

限責任組合等への出資については、当該組合等の財務諸表に基づいて、組合の純資産を当社の

出資持分割合に応じて、投資有価証券として計上しております。 
 

３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８～50 年

器具備品 ３～20 年
 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 
 

４．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。 
 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額を計上して

おります。 
 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職に伴う退職金の支払に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間会計期間において発生していると認められる額を計上しております。 
 

④ 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末における支給

見積額を計上しております。 
 

⑤ 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の５の規定に基づき、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより算出した額を計上しております。 



  
(ちばぎん証券) 

―9― 

  
５．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月 1 日前に開

始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 
 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 
 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 
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平成 25 年 3 月期 中間決算資料 
1.手数料収入 

（1）科目別内訳 
（単位：百万円） 

 前年中間期 当中間期 前年中間期比 
（％） 

前期 

委 託 手 数 料 490 424 86.7 1,022 

（ 株  券 ） （    486） （    421） （ 86.6） （ 1,016）

（ 債  券 ） （    2） （    1） （ 49.3） （    4）

引受け・売出し・特定投資家向け 

売付け勧誘等の手数料 
3 6 200.0 5 

（ 株  券 ） （   ―） （    5） （   ―） （    0）

（ 債  券 ） （   3） （   1） （ 40.8） （   4）

募集・売出し・特定投資家向け 

売 付 け 勧 誘 等 の取扱手数料 
558 403 72.2 960 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 169 153 90.7 320 

合  計 1,221 988 80.9 2,308 
 
 

（2）商品別 
（単位：百万円） 

 前年中間期 当中間期 前年中間期比 
（％） 

前期 

株 券 498 454 91.1 1,039 

債 券 15 3 24.8 20 

受 益 証 券 699 522 74.8 1,231 

そ の 他 8 7 87.3 16 

合  計 1,221 988 80.9 2,308 
 
 

2.トレーディング損益 
（単位：百万円） 

 前年中間期 当中間期 前年中間期比 
（％） 

前期 

株 券 30 55 181.5 88 

債 券 199 472 236.3 452 

そ の 他 1 2 181.5 3 

合  計 231 530 228.8 545 
 
 

3.株券売買高（先物取引を除く） 
（単位：百万株、百万円） 

前年中間期 当中間期 前年中間期比 (%) 前期 
 

株数 金額 株数 金額 株数 金額 株数 金額 

合 計 318 147,872 252 105,126 79.3 71.1 683 301,900

（自己） ( 152) (  83,992) (  94) (  49,133) ( 62.3) ( 58.5) ( 305) ( 162,014)

（委託） ( 166) ( 63,880) ( 157) ( 55,993) ( 94.8) ( 87.7) ( 377) ( 139,885)

委託比率 52.2% 43.2% 62.4% 53.3% 55.3% 46.3%

東証シェア 0.061% 0.044% 0.053% 0.037% 0.066% 0.047%

1 株当たり 

委託手数料 
2 円 91 銭 2 円 66 銭 

 

2 円 68 銭 
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4.引受け・募集・売出しの取扱高 
（単位：百万株、百万円） 

 前年中間期 当中間期 前年中間期比(%) 前期 

株 券 (株  数) － 0.300 － 0.002 

〃 (金  額) － 1,121 － 8 

債 券 (額面金額) 2,450 550 22.4 3,030 

引
受
高 

 コマーシャル・ペーパー 
 及び外国証書等 

(額面金額) － － － － 

株 券 (株  数) － 0.301 － 0.003 

〃 (金  額) － 1,122 － 9 

債 券 (額面金額) 3,857 10,863 281.6 6,722 

受 益 証 券 (額面金額) 62,251 55,865 89.7 113,588 

※

募

集

売

出

し

の 

取

扱

高 
 コマーシャル・ペーパー 
 及び外国証書等 

(額面金額) － － － － 

(注) ※売出高及び私募の取扱高を含んでおります。 
 
 

5.自己資本規制比率 
（単位：百万円） 

 前年中間期末 当中間期末 前期末 

基本的項目 資本合計 （Ａ） 13,826 13,869 13,535 

 その他有価証券評価差額金等 193 30 287 

補完的項目 金融商品取引責任準備金等 17 15 17 

 一般貸倒引当金 1 0 0 

 計 （Ｂ） 212 46 306 

控除資産  （Ｃ） 2,023 1,894 1,934 

固定化されていない 

自己資本 
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 12,015 12,021 11,906 

 市場リスク相当額 86 132 132 

リスク相当額 取引先リスク相当額 202 206 196 

 基礎的リスク相当額 772 776 780 

 計 （Ｅ） 1,061 1,115 1,109 

自己資本規制比率 （Ｄ）／（Ｅ）×１００ 1,131.8% 1,077.9% 1,073.0% 
 
 

6.役職員数 
             （単位：人） 

 前年中間期末 当中間期末 前期末 

役 員 10 9 10 

従 業 員 数 260 259 257 

※従業員数には臨時従業員(歩合外務員、契約ディーラー、臨時勤務者、派遣社員)を含んでおります。 

 


